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政策目標として食料自給率の向上を掲げることにより 基本法農政は統一性のとれた政策体系となっ
ている 食料自給率自体は 生産や消費の実態を表わすものではなく 熱量というひとつの情報に集約され
た指標であり 国内農業生産の価値を示す指標となる 政策目標としての食料自給率は あくまで指針であ
り拘束力を持たない なぜなら 計画を達成するために国家が生産及び消費にまで介入できないという限界
を持つ その意味で きわめて形式的かつ象徴的な存在となる しかし ここに基本法農政の特徴を見いだ
すことができる すなわち 多くの施策はこの食料自給率の向上のため 整合性を持って置かれている 基
本法農政は 貿易の自由化が進展するなか わが国における食料の安定的供給のため国内農業生産を増大さ
せるという基本姿勢の下に 農業を守るという立場から これまでの 交渉において農産物輸入を抑制
する役割を果たしてきた しかし 次第に経済連携もレベルを高めている もラウンド毎に関税率を
下げ しかも重要品目の自由度を狭めている また 経済連携は排他的かつ差別的効果を強めている場合も
ある 政府も を含め高いレベルの経済連携の推進を打ち出した わが国農業にとっては これらレベ
ルの高い経済連携には対応できず 大きなダメ ジを被ること必至である 少なくとも は 現在のわが




食料自給率 基本法 貿易自由化 経済連携
水準に次ぐ高値となっている 世界各地での大雨や干ばつ
等の異常気象の影響による収量減や禁輸措置 投機による
農業基本法 に代わり 年に 食料 農業 農村基 ものである また 経済発展の著しい新興国での大量輸入
本法 基本法 が制定され 食料自給率を政策目標とする もその一因となっている 将来の食料需給のひっ迫を見越
ことが初めて定められた 政策目標としての食料自給率 し 国外で農地を取得する国や企業の動きも出ている 同
は 農業者その他の関係者が 国内農業生産の増大とその 時に 新興国や途上国における経済発展と人口増加は 食
消費に取り組む際の指針として設定されることとなった 料需要を含め世界経済の動向に次第に影響を強めている
基本法の最大の目的である食料の安定的供給の確保にとっ 経済の国際化の進展により 農業も例外なくそれに巻き
て 食料自給率の向上及び国内農業生産の増大は 当時の 込まれてきた ウルグアイ ラウンドに続いて
農業を取り巻く状況から 政策的にも不可欠であった 現 ド ハ ラウンドおいても 関税の削減そして撤廃に関し
在においては 農業のおかれた状況は さらに悪化すると て交渉が続けられている さらに 等の経済連
ともに複雑化している 携協定等も広がりを見せ 国際的な潮流となっている わ
国内的には 農業者の減少と高齢化の進行 農業後継者 が国も出遅れた感はあったが 既に か国を超える
難 耕作放棄地の増大 生産性の低下 農業所得の減少等 の締結を行ってきた しかし 農業分野の交渉は難航する
により 農業生産力は低下し農業の絶対的縮小が進んでい 場合が少なくなかった 国内農業への影響が大きい重要品
る このまま推移すると 近い将来農業が大きく後退する 目については 除外や枠内税率等の措置で対応してきたた
ことが懸念されている 農業を維持発展させ 国民に対す めである その意味では 低いレベルの経済連携であった
る食料の安定供給を確保すること これはわが国の長い間 経済連携協定は 本来的には の補完機能を担うもの
の目標であった 基本法農政にもそれは引き継がれてい であるが 同時に の理念とは相容れない排他性や差
る 別化をもつ この排他性や差別化の利益は 経済連携のレ
他方 世界的にみれば 最近の国際穀物価格は 年 ベルが高まるほど大きくなる その反面 対策が不十分な




は じ め に
経済連携の拡大と農業政策の対応
農業生産の価値指標と食料自給率の課題
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場合は大きな打撃を受ける分野もでてくる 国際競争力の まで低下した それ以降現在までは ほぼ の水準を維
ない農業の場合がそれである 持している このように 食料自給率の推移からみると
年 月に 政府は高いレベルの経済連携に積極的 その変化は大きく つの局面に分けられる 食料自給率
に取り組んでいく姿勢を打ち出した 包括的経済連携協 が大きく低下する時期 食料自給率の低下が止まりほぼ
定に関する基本方針 がそれである も当然そこに含 一定水準に留まる時期 食料自給率が再び低下する時
まれている こうした内からの動きは わが国農業にとっ 期 そして 食料自給率の低下が止まり再び一定水準に
てはますます厳しい状況となっている 従来もそうであっ 留まる時期 の 局面である
たが 基本法農政は 特に食料自給率の向上を強く打ち出 ところで 今用いてきた食料自給率は 供給熱量を尺度
した政策体系をとっている ある意味では そうした政策 とした食料自給率を表わすひとつの指標であるが この尺
であるが故に 農業に対する外圧の影響を最小限に抑えて 度が異なれば 当然その水準も異なってくる 生産額を尺
きたともいえる 度とした生産額ベ スの総合食料自給率からその変化をみ
将来の準備がないまま 高いレベルの経済連携に農業が れば 年の から 年の まで 年次によ
引き込まれていくことは それだけマイナスの影響も大き り変動もあるが 傾向的にはそれほど大きな低下は示して
い こうした方向が 国際的な潮流であるとしても 十分 いない また 年には となるが それ以降
な準備と段階的な対応が求められる それと同時に政策体 年の まで 緩やかな減少を示している この つの食
系の中で 食料自給率をどのように位置づけていくかが今 料自給率の推移は かなり異なった変化を示す しかし
後の大きな課題となる これはどちらが正しいかという問題ではなく 尺度の違い
本稿は 基本法農政のなかの食料自給率について それ からくるものである
がどのような経緯で政策目標として位置付けられたのか 食料自給率に関しては 種 の問題が指摘されている
また その意義及び役割と課題についても考察していく しかし 本稿ではこうした点には立ち入らないことにす
さらに 貿易自由化の動きが国際的に大きく拡大する中 る それらの指摘を理解しつつも むしろそれぞれの食料
で 食料自給率向上が持つ意味及び輸出との関係を政策体 自給率の存在を認め 利用していくことにする いずれの
系として考察し わが国農業がどのような方向に進んでい 食料自給率も 農業生産及び食料消費の実態を客観的に表




わが国の供給熱量ベ スの総合食料自給率 以下 必要 料自給率であるが 時系列的に変化をみたり 横断面的に
ない限り 食料自給率と呼ぶ は 年には とほぼ 国 地域を比較したりする場合は それなりに有用な指標
割の水準にあったが 年には そして 年に となる
は と 僅か 年の間に大きく低下することとなった 食料自給率は 計算された結果としての数値そのものだ
表 その後 年までの 年間の食料自給率は けでなく その数値を生み出してきた農業の実態や食料需
前後の水準で推移してきた しかし その後再び食料自給 給の中身と関連付けて観察することが大切である そのた
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求められる 食料自給率の水準が高いか低いかは 相対的 質的な農業生産は増加したが 熱量的には減少することと
な問題であり 個人的あるいは政策的な価値判断に委ねら なった また 畜産物の自給率計算の方法も 国産熱量を
れよう しかし 大切なことは 上にみてきたように 食 低下させたひとつの要因である 畜産は輸入飼料に多くを
料自給率は万能ではなく限界があること このことを理解 依存しているが 国産飼料の割合分だけが国産の熱量とし
すれば その数値を絶対視することや数値の小さな変化や て評価される
格差にとらわれての議論が いかに非生産的であるかに気 以上のように この局面の特徴は 国内農業生産の増大
付くであろう と国産熱量供給の減少の中で 輸入急増による食料自給率
以下 わが国における農業を 食料自給率の変化を軸に の大きな低下であった
考察していく
第 局面は 年の 年間である この期間
の食料自給率は 先の減少が止まり の水準に
あってほとんど変化がみられない 表に掲載していない年
第 局面は 年である この期間の国内総生 次を含めても 水準の範囲にある 年
産 は 年の 兆円から 年の 兆円 の第 次オイルショック そして 年の第 次
年の 兆円 そして 年の 兆円へと 年 オイルショックは 家計の消費需要にも影響を及ぼした
毎に倍増してきた 同時に 食生活の内容も 高度経済成 人当たり供給熱量は 総計及び国産とも微増傾向にある
長による所得増加によって 質量ともに大きな変化を遂げ 国産の熱量は 先の局面では大きな低下を示したが 一転
てきた しかし 国内の食料供給体制は この大きな変化 してこの局面ではそれが止まり微増となった これは 第
に対応できる状態にはなく その需要を賄うため輸入に多 局面で作付面積を減少させてきた作物が 水稲を除くと
くを依存せざるを得なかった 減少もほぼ落ち着いてきたこと 逆に麦類は転作奨励によ
先にもみたように この期間の食料自給率は 年の り増加してきたことで 少なくともこの時期までは 水稲
から 年の へと一貫して大きく低下した 今 の作付面積の減少を除けば 生産面的には国産熱量を大き
日までのほぼ 年間で 食料自給率が最も低下した時代 く低下させる要因がなくなったためである このことは
である 米やいも類需要の大きな減少 他方で畜産物 油 作付面積の変化からも明らかなように 万 の減少に
脂類等の需要増加は 飼料用穀物や大豆の輸入量を著しく 留まっていた
増加させた また小麦の輸入も大きく増加した これらは こうしたなか 農業就業人口は依然早い速度で減少し
土地利用型作物であり わが国の農地制約と小規模経営の 高齢化も徐 に進みつつあった 農業産出額はほとんど増
下では 増大するこれら需要を満たすことはできなかっ 加が止まった状況となってきたが 傾向的には微増を示し
た 食料総需要の増大は 人当たりの消費拡大だけでな ていた 年は米の不作で低い産出額となった 人口
く 人口増加も少なからず影響していた 人口は この期 もまだ 万人と決して少なくない増加がみられた 先に
間に 万人 もの大きな増加を示した みたように この局面では供給熱量及び国産熱量がほぼ同
この期間に農業の担い手である農業就業人口は じ割合でやや上向きに変化していた このため 食料自給
万人から半減に近い 万人へと減少し 農家の兼業化が 率としては ほとんど変化なく一定の水準を維持すること
進んだ 兼業化率は から となり とりわけ第 となった 食料自給率としてはほとんど変化がみられない
種兼業農家率は から へと大きく上昇した 同時 が その裏での農業生産は 農業就業人口の減少が進みな
に 離農も進み 農家数はおよそ 万戸の減少となった がらも 成長作目への転換とそのウェイトを高め 僅かで
作付面積も 万 もの減少をしてきた 減少が大きかっ はあるが農業生産を伸ばしていた時期である
た作物は 麦類 いも類 豆類 雑穀 それに水稲である 農産物輸入額 名目 は 年には 千億円であった
特に麦類は 万 にも及ぶものであった また米は が その後 年 兆円 年 兆円 年
年度から始まる減反政策による 万 であった 兆円と変化してきたが 年に 兆円を超えてから後は
米の生産 流通は この後大きく変わっていくことにな ほぼ 兆円台を維持している また 農業総産出額は
る 農業生産の内容は 農業基本法が推進した食料消費の 年をピ クに その後今日に至るまで低下の一途をた
変化に合わせた いわゆる作目の選択的拡大を通して進ん どっている これらの点からみると 農業生産の増大にも
でいった この局面を境に 次第に陰りが出てきた なお 栄養的側
農業就業人口及び作付面積の大きな減少があったにもか 面からみた 人 日当たり摂取熱量は 既に 年代前
かわらず 実質農業総産出額 農産物総合価格指数でデフ 半にピ ク 台 を迎えており したがって こ
レ ト からみると国内農業は増大していた しかし 供 の第 局面の食料消費は量から質 そして品目構成への変
給熱量からみると 総計としては増加していたが そこに 化を求めていった時代であったといえる
占める国産の熱量は大きな減少を示していた 農業生産指
数との関係で考えると 麦 いも 米等の熱量の高い品目 第 局面は 年である この 年間は 再び
の栽培は大きく減少したが 付加価値の高い園芸 野菜 食料自給率が低下する局面である 食料自給率は か
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であった この食料自給率の低下は 第 局面の低
下とは質的に異なる すなわち その特徴は 国内農業生 年以降が第 局面となる この期間の食料自給率
産が明らかに減少に転じ 輸入が増加したことである 農 は 既に広く知られているように ほぼ 水準を長い間
業産出額は 兆円から 兆円へと 割の低下をした 維持している 年から となった 食料自給率が
この農業生産の低下は 明らかに農業の絶対的縮小を示す ほとんど変化なく推移している状況は 現象的には第 局
ものである 国内農業生産の減少が 直接的に食料自給率 面と似ている
の低下に影響を及ぼすというパタ ンは 先の つの局面 人当たり供給熱量は この局面に入り明らかに低下を
では見られなかった 供給熱量がほぼ頭打ちとなっている 始めた 同時に この供給熱量を構成する輸入熱量と国産
中で 国産の供給熱量は 割強の低下をしている すなわ 熱量は ともにほぼ同じ割合で低下しているのも特徴的で
ち 単純にみれば熱量換算の国内農業生産は 割の減少 ある 輸入熱量の低下は 前の局面まではみられなかった
をしたことになる 農業産出額の減少との関係からみれ 初めての現象である こうした熱量変化の状況は 食料自
ば この減少の中身は 熱量の高い米や畜産物の生産減と 給率の計算式から明らかなように 分母の供給熱量と分子
の関係がある これら品目の自給率は この第 の局面で の国産熱量が ほぼ同じ割合で低下してきた結果である
最も大きく低下している 表 第 局面では 輸入及び国産の両熱量は僅かではあったが
農業の担い手のさらなる減少と 特に高齢化が大きく進 増加する中で 食料自給率が一定水準を保持するという状
んだ時期でもある 農業就業人口は 万人もの減少を示 況であった しかしこの局面ではまったく逆で 両熱量が
し 年には 万人となった 農業就業人口に占める 低下する中で 食料自給率が一定水準に留まった
歳以上の割合は 年の から 年には に 総人口は増加から停滞期に移行し 近年わが国有史以来
まで上昇した 農家戸数の減少も この第 局面が最も大 の人口減少という局面を迎えた 農業産出額は 前の局面
きく進み 万戸の減少となり 年には 万戸となっ に引き続き低下の一途をたどっている 農業生産基盤の弱
た 作付面積は 万 以上も減少し 作付率が 体化がさらに進み 第 局面に現れた農業の絶対的縮小
を割った時期である 水稲は生産調整がさらに進み 作付 が この第 局面でも進行している 農業就業人口の減少





農業総生産の割合は 年 年 年
そして 年 と 経済発展とともに相対的縮 わが国が に加盟し 国際化の方向へ進み始めた
小をしてきた ところが 年からは 相対的縮小とと のは 年であった その 年後の 年には 貿易
もに農業自体の後退による 今まで経験したことのない絶 為替自由化計画大綱 の閣議決定がなされ 開放経済体制
対的縮小が始まることとなった まさにこの時期は 国内 への転換が大きく進むこととなった 年 月時点で
農業生産の低下と輸入増加による食料自給率低下の局面で あった農林水産物の輸入制限品目数は 同年末には
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農林水産物の輸入制限品目数 率は であった 逆に 国内農産物と競合しない品目
は 関税ゼロ 無税 の完全自由化品目とした 例えば
飼料用穀物 とうもろこし 小麦 グレ ンソルガム 大









開放には いくつかの局面があった 年の貿易 為替 この摩擦は輸入国と輸出国間だけでなく 輸出補助金をめ
自由化計画大綱の決定に始まり 年の 条国 ぐり輸出国間でも問題となり 国際ル ルに則った自由貿
への移行 そして 年の 条国への移行 さらに 易の維持拡大という の原則を 農業にも適用すべ
年の ケネディ ラウンド交渉合意に伴う自由 きという声が次第に高まっていった は 年代まで
化に関する閣議決定等があった こうして 年には は穀物純輸入国であったが 年代に入ると純輸出国と
輸入制限品目数は 品目にまで減少した この時期以降 なり アメリカと輸出面で競合するようになってきた
は 輸入枠の拡大も進められてきた 年は アメリカ ウルグアイ ラウンド交渉は こうした時代的要請もあ
の大豆 穀物の輸出規制があり わが国にも少なからぬ影 り 農産物の貿易自由化に関する初めての大きなテ マと
響を及ぼした こうした食料の輸出規制は 食料輸入依存 して 年に始まり協議が重ねられた 年の合意に
度の高いわが国にとって 国内農業の維持強化 食料の備 至るまでの期間をみても 農産物の貿易自由化を目指した
蓄 安定的食料輸入 不測の事態への対応等 議論を引き ル ルづくりが いかに困難な交渉であったかがうかがえ
起こす契機となった よう ウルグアイ ラウンドでは 市場アクセス 国内支
年代は 農産物の輸入自由化に関し 多くの変化が 持 輸出競争の 分野における保護水準の引き下げに関し
あった 年代前半 アメリカの財政 貿易赤字が大き て 多くの時間が費やされた 特に 市場アクセスに関し
く増加する一方 日本や当時の西ドイツでは黒字拡大が続 ては 輸入数量制限による非関税措置を関税化するもの
いていた アメリカの赤字拡大のため 国際的な政策協調 で この関税の段階的削減が義務付けられ 年から
が実施されることとなった それは ドル高是正のための 年までの 年間が実施期間として定められた わが国
プラザ合意であり 他方では不均衡貿易の是正であった は この包括的関税化に対し一貫して反対の姿勢を示して
日米の農業協議もこうした状況の中で行われ 年に牛 きたが 結局は米 ミニマム アクセス を除いて関税化
肉 オレンジ 果汁の輸入自由化が決まった また アメ を受け入れることとなった
リカが提訴していた 品目 プロセスチ ズ 雑豆 でん こうした農産物の国際貿易をめぐる大きな動きと食料輸
粉 落花生 その他 の自由化について から裁定 入依存度の高まりの中で 国内農業生産基盤の劣弱化及び
があり それを受諾したのが同じく 年であった この 農業生産の低下が次第に鮮明になってきた
品目に対するアメリカからの自由化要求は 既に
年にあり 協議を重ねていたが 提訴となった輸入
自由化問題である この 品目問題は わが国の 経済成長による食生活の向上とともに 貿易自由化の流
条国 そして 条国への移行に伴い義務付けられ れの中で わが国農業の生産基盤は弱体化しながら 食料
た輸入数量制限の撤廃に違反したという内容であった の海外依存を高めてきた 食料自給率の低下 農業就業者
ところで その後の農産物輸入制限品目数は 年に の減少と高齢化 耕地面積の減少 さらに農業生産の後退
は 品目となった ウルグアイ ラウンド交渉が合意さ や人口流出に伴う農村におけるムラ機能及び活力の低下等
れる年の 年 月時点の輸入制限品目数は 前年と同 が食料 農業 農村基本法制定の背景にあった 加えて
じ 品目であった この輸入制限品目の他に 国家管理品 農業 食料に対する国民の関心と期待の高まりも 食料
目として 米 麦等 品目が対象となっていた これらの 農業 農村基本法の推進に活かされていくことになる
残された輸入制限品目数は 先進国の中でみても決して多 年 月に 世紀における食料 農業 農村に関
い数ではなかった 以上のように かなりのスピ ドで農 する施策の基本的指針として 食料 農業 農村基本法
産物の輸入自由化を進めてきたが わが国にとって重要度 基本法 が制定された この基本法は 基本理念として
の高い農産物は 国家貿易や輸入数量割り当てを行ってき 食料の安定供給の確保 第二条 多面的機能の発揮 第
た また 輸入制限品目から自由化品目へ移行させる場合 三条 農業の持続的な発展 第四条 農村の振興 第
も やはり重要性の高い品目には 高い関税率を課した 五条 の つを掲げている 最初の基本理念である 食料
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で安定的に供給 国内農業生産の増大を基本とし これ をこれ以上高めないよう 農業構造の変革等により生産性
に輸入及び備蓄を組み合わせた食料の安定的供給 農業 を上げ国内農業の維持 拡大を図るべきとしている ま
と食品産業の健全な発展 そして 不測の事態における食 た 食料自給率については 熱量ベ スの食料自給率は分
料供給の確保 を主な内容としている このように 食料 かりやすく国民も受け入れやすい指標であること さら
の安定供給の確保は まず国内農業生産の増大を基本とす に 生産と消費の双方にとっての指針ともなるので 政策
ると規定している 目標とすべきであるとしている このように 国内農業生
これらの理念に即した施策を総合的かつ計画的に実施す 産の維持 拡大を基本として 食料自給率を政策目標とし
るため 政府は 食料 農業 農村基本計画 以下 基本 て位置付けることが議論され まとめられている 食料自
計画と呼ぶ を定めなければならないとしている 第十五 給率の目標値に沿って国内農業生産を増大させ 同時にそ
条 項 そして 十五条 項で基本計画が扱う つの事項 れを国内消費に結びつけることで輸入を極力抑えて 食料
が記されており その中のひとつが 食料自給率の目標 の安定的供給を図っていくとする考えで この骨子は基本
である 基本計画の中に定める食料自給率の目標について 法に反映されていた さらに 食料自給率が国民にとり受
は その向上を図ることを旨とし国内の農業生産及び食 け入れやすい指標であるということは 国民を巻き込んだ
料消費に関する指針として 農業者その他の関係者が取り 形で食料自給率向上の政策体系を可能とした
組むべき課題を明らかにして定めるもの 第十五条 項 中間取りまとめでは議論が分かれ 両論併記で整理され
としている ここに 食料自給率を政策目標とすることが ていた 少数意見であるが 食料の安定供給については
規定された 食料自給率を政策目標として定めたこと こ 国内農業生産だけでなく輸入も考慮すべきという意見 そ
れが基本法農政のおおきな特徴である また 農産物の輸 して食料自給率については 政策目標とすべきでないとす
入に関しては 国内生産では需要を満たすことができな る意見もあった この意見の概要は 食料自給率を政策目
いものの安定的な輸入を確保するため必要な施策を講ず 標としてその達成を図ろうとすることは 国民の食生活へ
る 第 条 項 としている このように 輸入におい の介入であり困難である さらに 食料自給率は食生活の
ても国内農産物と競合しないよう配慮した 食料自給率の 内容次第で大きく変わりやすく また食料自給率は国内農
向上を中心とした政策体系となっている 業生産力を示す客観的な指標ではない とする意見であ
以上を整理すると 政策目標としての食料自給率は 国 る これらは ある意味で妥当な意見ともとれるが 結果
内農業生産と消費の指針となること すなわち国内農業生 としては先にみたように 食料自給率は政策目標として位
産と消費のあり方は 食料自給率の目標値によって決めら 置付けられることとなった
れてくることになる そして 個別品目を積み上げた総計 農政改革大綱における国内農業生産の維持増大に関して
としての農業生産の結果は その達成度が食料自給率とし は 基本問題調査会の答申を踏まえ 国内農業生産を食料
て検証 評価 される体系となっている このことは 政 供給の基本に位置付け それによって 安定的な食料供給
策的には食料自給率が農業 食料 生産の価値指標となっ の確保と 不測の事態における食料安全保障を確保するこ
ていることを意味する とが政策の大きな柱となっている 基本問題調査会の答申
基本法制定に先立ち その準備段階として 年に首 と比べると 食料安全保障に関する考えがより強く表現さ
相の諮問機関である 食料 農業 農村基本問題調査会 れた内容となっている また 食料自給率については 政
基本問題調査会 が設置された 基本問題調査会において 策目標達成のための関係者の努力喚起及び政策推進の指針
は 年に制定された 農業基本法 に代わる基本法の として 明確に位置付けられた また 農政改革プログラ
制定に向けて 農業政策の抜本的改革が検討されることと ムは 基本法で策定が定められた基本計画に対応するもの
なった 同年 月に中間取りまとめが提出され そして最 であった
終答申 食料 農業 農村に係る基本的な政策に関し 必
要な改革を図るための方策に関する基本事項について 答
申 は翌年 月に提出された その後 基本問題調査会 基本法によって策定が定められた最初の基本計画は
の答申を踏まえて 年 月に 農政改革大綱 と そ 年 月に策定された 基準年を 年度とし 年
れを具体的に推進するための 農政改革プログラム が農 度を目標とした熱量ベ スの食料自給率は に設定さ
水省において取りまとめられた 基本法の内容は 基本 れた また 生産額ベ スでは に設定された この時
問題調査会の答申から農政改革大綱へ そしてこの大綱か 代の食料自給率は 既に 水準に低下していた しか
ら大筋で引き継がれてきたものである し 食料自給率向上の兆しが見られないまま 年 月
以下 食料の安定供給及び食料自給率に関し 基本問題 に 回目の基本計画が策定された 基準年は 年度と
調査会と農政改革大綱でまとめられた内容の概要について し 熱量ベ スの食料自給率は 年度を目標として再
みてみる これにより どのような議論を経て基本法に辿 び に設定された 生産額ベ スの食料自給率は
りついたのかをうかがうことができる 基本問題調査会の に設定された 生産額ベ スの食料自給率は 前回の基本
最終答申における食料の安定供給に関しては 国内農業生 計画では参考として扱われたが 今回の基本計画から正式
産を基本とし 輸入 備蓄を適切に組み合わせていくとい に採用されることとなった すなわち 熱量ベ スの食料
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れを補う目的で併記されることとなった ほぼ 年毎に見 の議論の中にあった 結局 目標達成は関係者の努力次第
直される 度目の基本計画は 年 月に策定された であり その未達成は努力が足りなかった結果ということ
基準年は 年度で 年度を目標とする食料自給率 になる あるいは 取り組むべき課題が関係者にとって難
は 熱量ベ スで 生産額ベ スで に設定された しすぎた結果とも考えられる 食料自給率の目標値は 実
今回の基本計画における熱量ベ ス自給率の目標値 態としての生産及び消費を示すものではなく 国内農業生
は 前回の基本計画の目標であった が やはり達成さ 産増大とその国内消費の指針であり努力目標に過ぎず そ
れないままの設定であった れ以上でも以下でもないことになる すなわち 政策目標
食料自給率は 基本法が制定された頃からほぼ 水 としての食料自給率を達成するためには 生産及び消費の
準を維持しているが その中身は国内農業生産が低下する 両面において国の強いコントロ ルが必要となろう しか
中での現象であり 既に分析したように 実質的に農業生 し そのことは国が国民の食生活や農家の生産活動にまで
産が維持されているのではなく減少していた 目標とする 介入することであり 不測時以外では許されざる行為であ
食料自給率達成のためには その基礎となる個 の品目の る そのため 指針あるいは努力目標に留めざるを得ない
目標が達成されなければならないため 品目別にも自給率 ことになる 農水省では 品目別に生産量 消費量に関し
や生産量 さらに消費量の目標値も設定されている 表 て実績値との比較をすることで検証を行っている しか
基本計画では 加えて 品目別に取り組むべき課題も明記 し 農業生産ト タルとしての政策目標である食料自給率
されている については 単なる指標に過ぎず 実績と目標値の比較以
食料自給率の目標値にどのような意義を持たせるかに 上のことは 食料自給率の性格から限界がある このよう
よって その評価は分かれてくる 基本計画においては に 政策目標としての食料自給率は きわめて象徴的かつ
食料自給率の目標値の位置づけを次のように記している 形式的な存在とならざるを得ない
自給率は 国内の農業生産だけでなく 食料消費のあり方 しかし あえて食料自給率を政策目標とすることには
によって左右されるものであることから これらの目標 それなりの意義があった すなわち 農業を取り巻く内外
は 関係者が取り組むべき食料消費や農業生産における課 の厳しい状況のなか まさに抜本的な食料農業政策が必要
題が解決された場合に実現可能な水準として設定したもの となっていた 食料自給率の向上 を頂点に掲げた統一性
である 食料自給率が食生活の内容によって変わりや の高い基本法農政の政策体系は 農業を守り国民の食料を
すいこと また目標達成のため国民の食生活をコントロ 安定的に供給するという立場を貫くことで 諸施策の一体
ルすることは難しいこと等の考えは 既に基本問題調査会 化と国民からの共感を得やすいという特徴を有した政策体
系を形成しているとみることもできる
年 月 ウルグアイ ラウンド交渉が合意
に至った わが国の代表農産物である米のミニマムアクセ
ス 後に関税化に切り替えた も このときの合意事項の
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の対象は いわゆる黄の政策 で 貿易にとって最 も の関税削減率が見込まれている 一般品目の関税
も歪曲的な市場価格支持や不足払い等の国内支持である 削減の適用が困難な品目については 先に述べたように重
わが国は アメリカや よりも早く 既に約束水準の 要品目とすることができるが その対象とできる数につい
削減率 まで削減した 農業に対し 生産を助長す ては 一般品目の関税削減との関連もあり自由度が低いこ
る直接的な保護政策は でも認められなくなってお とから わが国を含め食料の輸入依存の高い国としては
り 国際ル ルに抵触しない緑の政策や青の政策に移って さらなる重要品目の拡大を求めている 今後の交渉にもよ
いる 貿易歪曲性がないか最小限の政策である緑の政策に るが 仮に一般品目のこうした大きな関税削減率と 重要
は 試験研究 基盤整備 生産に関連しない収入支持等が 品目の対象数や取扱い方がかなり制限された形で合意がな
対象となっている わが国で始まった個別所得補償方式は されるとすれば わが国農業にとって一層厳しい状況に追
そのひとつである い込まれることになる
年 月に 体制下での農業交渉がスタ トし
年 月に カタ ルの首都ド ハにおける 閣
僚会議で 新ラウンドが立ち上げられた いわゆるド こうした多国間の貿易の国際ル ルを決める に対
ハ ラウンドである このド ハ ラウンドは 従来のラ し 注目を集めてきたのが 自由貿易協定 や
ウンドが先進国中心であったのに対し 途上国の立場を重 経済連携協定 である また最近では 環太平洋パ
視した貿易を通しての開発も重要課題として位置づけられ トナ シップ協定 の動きも注目されている 自由化を目
たため ド ハ開発アジェンダ と呼ばれる 指した貿易の国際ル ルを決める 農業交渉は 食料
においても から引き継いだ貿易の自由化 純輸出国 食料純輸入国 そして発展途上国などのグル
を促進する国際ル ルづくりを行うため 多国間貿易交渉 プ間での利害対立も大きく 貿易ル ルの大枠の決定すら
が行われる しかし 加盟国が増加し 途上国の経済発展 も長い年月を要するようになってきた こうした に
や新興国の台頭によって 国家間やグル プ間の利害関係 おける多国間での調整の難しさと煩わしい交渉を避け 実
は複雑に絡み合い 貿易に関する共通ル ルづくりもより 利と即効性を求めて 上述したような経済連携 本稿では
多くの議論と時間を要するようになってきた か 包括的経済連携と特に区別しないで 経済連携 を使用し
ら引き継いださらなる保護水準の引き下げの課題を含め ている が進められてきた の加盟国への差別なき
ド ハ ラウンドは未だ合意に至っていない ド ハ ラ 一律の適用と異なり これらの経済連携においては その
ウンドにおいて わが国は交渉の基本的姿勢として 農 合意内容は締結当事国 地域のみに適用されることから
業の多面的機能への配慮 食料安全保障の確保 農産 双方での利害調整の交渉を直接に行えるというメリットが
物輸出国と輸入国間のバランスのとれた貿易ル ルの確 あり こうした経済連携が国際的な流れとなってきた
立 途上国への開発の貢献等を掲げ 殊にそれぞれの国 や は の補完的役割を担うものである
の持つ 多様な農業の共存を強く訴えてきた 関税の削減 撤廃 原則撤廃 による物 サ ビスの自由
ド ハ ラウンドで農産物貿易に関して主要な議論と 貿易の推進を中心とした協定が であり そして物
なっているのは ウルグアイ ラウンドの時と同様 市場 サ ビスだけでなく投資 知的財産権の保護 人の移動
アクセスに関する点である また 国内支持政策において 協力等を含めた協定が である これらの経済連携は
も 同様に削減が進められているが この国内支持に関し 国間協定及び多国間協定があり 現状では 国間協定が
ては 特にアメリカの貿易歪曲的な国内支持である補助金 中心であるが 次第に多国間協定への動きも活発化してき
の削減が争点になっている ところで 市場アクセスにつ た わが国は こうした経済連携への取り組みにやや出遅
いては 一般品目の関税の削減幅や上限 そしてそれを免 れた感もあったが 年にシンガポ ルとの間で 最初
れる重要品目の数や扱いが大きな議論となっている 枠組 の を締結した その後 メキシコ マレ シア チ
みでは 年に既に合意に至ったが ル ル作りまでに リ タイ インドネシア ブルネイ フィリピン スイス
はまだ多くの議論を残している 農業交渉で合意した枠組 ベトナムとの間に そして との間に包括的
みは 一般品目と重要 センシティブ 品目に分けて議論 経済連携協定 が発効している また インドとの
していくこと 一般品目では現関税が高いほど削減幅 交渉も完了している さらに 交渉中の国 地域は 韓国
階層 を大きくすること そして重要品目では一般品目よ 年以降中断 湾岸協力理事会
り緩やかな関税削減と関税割当拡大をセットとすること オ ストラリア である この他 共同研究として
等である この合意後既に 年以上が経過している 議 は 日中韓 共同研究やモンゴルとの 官民共同
長テキストや調停案が提出され 議論が重ねられている 研究も行われている しかし 主要貿易相手国 地域 で
が 具体的な数値が示されての議論となっているため 多 あるアメリカ 中国 台湾等との や の締
くの国 地域 またグル プ間での利害対立も具体化し 結を前提としたプロセスはまだ開始されていない これら
合意に至っていない か国 地域は わが国の貿易総額に占める順位でみると
一般品目の最も上の階層は 削減前の関税率 以上 年 上位 か国にランクされており きわめて強い
が対象となり その階層での関税削減率は 程度にな 経済関係にある
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んどの交渉で問題となってきたのが農業分野である わが も オ ストラリアが求めているのは わが国にとっては
国の基本的立場として特に米 小麦 乳製品 牛肉 粗糖 重要品目である牛肉 乳製品 小麦 粗糖等の市場開放で
等の重要品目は その保護の立場から関税削減を強く抑え ある 日本とすれば 米を含めたこれら重要品目は 自由
ること 数量割り当て 枠内税率 あるいは交渉からの除 化により大きな打撃が懸念される品目である そのため
外品目として扱ってきた 表 表 こうした重要品目 これまでの 交渉においても 例外品目として切り抜
の例外的な扱いに対し 農業分野での様 な援助協力を行 けてきたという経緯がある しかし この交渉はこれまで
うことで理解を求め 合意を引き出す場合もある 例えば 締結してきた交渉よりも 農業に関してはるかに重みを
インドネシアに対する農林漁業者への生活向上に寄与する 持った内容であり わが国にとっては今後の他国との経済
農林水産業への協力 タイに対する食品衛生水準の向上や 連携交渉にも大きく影響を及ぼすことになる
両国農協間の協力 フィリピンに対する小規模農家の生活 ところで アジア太平洋地域には 以外にも
向上に寄与するためそれら農家の生産する果実の市場アク アジア太平洋自由貿易圏構想 中国の提案による
セスの改善 ベトナムに対してはインドネシアと同様な協 東アジア自由貿易圏構想 いわゆる 日
力等が指摘できる 直接的な財の貿易だけでなく こう 中 韓 そして日本の提案による 東アジア包括
した協力事業を行っていくことは 両国間の理解と協調関 的経済連携構想 いわゆる 日 中 韓 印
係を築く上でも重要な手段となろう こうした協力事業 豪 等が 年以降に立ちあげられ 日本も加わり
は 相手国がそれを欲し期待がなければ成立しない その 研究や議論が進められている わが国としては その立地
意味では少なくとも先進国が相手の経済連携には通用しな 的条件からしても 東アジア圏での経済連携 すなわち
いことになる や の構想を 中心となって実現す
このように これまで行われてきた経済連携の農業分野 る方向で検討していく必要があろう 特に アメリカ圏や
は 関税の撤廃ないし大幅な削減という高いレベルの経済 ヨ ロッパ圏に対し アジア圏としての経済連携は遅れて
連携からすれば 結果的には低いレベルの経済連携とな いる 経済的水準も欧米に比し低位にある国が多い 財
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排他的かつ差別的な例として 最近日本の製造業界 特 の骨子を整理すると 以下の通りである 世界の潮流か
に 自動車 家電 で懸念されているのは 韓国と との らみて 遜色のない高いレベルの経済連携を推進する
間で結ばれた 署名 年 月 発効 年 月 わが国の主要な貿易相手国や地域及び経済的 外交戦略的
である 現在の における関税率は 例えば乗用車 観点から重要と判断した国 地域との包括的経済連携強化
薄型テレビ 液晶ディスプレイ 電子レンジ を目指す や経済連携において 重要品目につい
等である が発効されれば 近い将来に関税率はゼロ ては配慮を行いつつすべての品目を自由化交渉の対象とす
となる 技術 品質差がほとんどない製品の場合 日本の る に関しては 情報収集を進めながら対応してい
企業にとり輸出競争では明らかに不利な立場に立たされる くが 国内環境整備を進め早急に関係国との協議に入る
ことになる まさに韓国と の の発効は 日本を 高いレベルの経済連携強化に向けて 国を開く という
含め と あるいは他の経済連携協定を結んでいな 観点から 農業分野 人の移動分野 規制制度改革分野の
い国 地域に対しては排他的となる また韓国の企業に 適切な国内改革を先行的に推進する
とっては 日本をはじめそれら製品の輸出競争国に対して このように 産業的には農業へのマイナスの影響が指摘
は 差別化を図ったことになる され その抜本的国内対策の検討についても他の個所で触
もちろん こうした経済連携は両当事国 地域にとって れている 果たして 十分な対策が可能なのであろうか
競合する部分も少なくない 例えば 車や繊維等において 今までも 農業に対しては多額の財政的支出や補助金等を
は その生産の比重が大きい の関係国からは 韓国か 投入してきた また ウルグアイ ラウンド合意に
らの輸入増による打撃が懸念されている また 韓国にお よる関税化措置の対策費として 年間で 兆円の財政的
いても日本同様 農業は貿易自由化に対し大きな課題を抱 支出がなされた ところが 既に食料自給率の変化から農
えている この との で マイナスの影響を大き 業の実態を検討してきたように 農業の生産基盤は劣弱化
く受けるのが農業である 韓国にとって重要農産物である が進み 農業は明らかに絶対的縮小産業と化してしまっ
米 とうがらし ニンニク たまねぎ等 品目は 重要品 た
目として関税撤廃の対象外とされ また豚肉 鶏肉 酪農 は や と異なり 全品目例外なき関税撤
品 冷凍サバ等は 関税撤廃まで 年の猶予期間が設 廃が原則であり それが実行されれば特に農業分野は大き
けられた 他方で からの輸入拡大が予想される品目 な打撃を受けることは必至である 政府の包括的経済連携
は 豚肉 鶏肉 チ ズ ワイン ジュ ス 果実等であり 協の基本方針に対して 経済団体からは 農業への影響に
国内農産物やその加工品との競合が懸念されている しか 対する懸念が主たる要因と考えるが への参加判断
し こうした点は既に織り込み済みで 経済全体として利 が遅れると わが国が不在のままアジア太平洋地域の貿
をとったことは明らかである 韓国に限らず 水準の高い 易 投資ル ル作りが進み 国益を損ねかねないので 一
経済連携協定に取り組もうとすれば 弱い部分でこうした 刻も早い政治決断を行うべきである とする意見が 基本
問題は必ず起こり得る そうした部分をどうフォロ しケ 指針の発表直後に出された また 経産省では経済連携
アしていくかの早期からの十分な対策が必要となる が締結されない場合の損失試算を 他方農水省では逆に締
わが国においては 最近急速に経済連携協定に関する議 結された場合の農業の損失試算について公表している 農
論が高まってきている この直接の契機と考えられるのが 水省試算では主要 品目を対象に 世界が完全な関税撤
韓国の動きである 韓国は との 締結以前に 既 廃の状況にあるという前提で 農業生産額が毎年 兆円
にアメリカとの間で に署名 年 月 している の減少 農業の多面的機能の喪失が 兆円 食料自給率
このアメリカとの は 車と農業が争点となっていた は から にまで低下 そして就業機会の減少は
が 一応の合意に至った しかし その後の経済金融危機 万人になるとしている 他方 経産省の推計は 日本がい
によるアメリカにおける自動車産業の再建問題 他方韓国 ずれの経済連携も締結せず 韓国がアメリカ 中国 と
では米は除外したもののその他農産物への打撃が懸念され それぞれ を締結 そして対象は自動車 電気電子
ることから 批准が遅れているともいわれている このア 機械産業とし 年に日本商品が市場シェアを失うこと
メリカとの も 韓国農業の将来にとって非常に大き による関連産業を含めた影響は 実質 で の減




る また これまでの や の交渉に際しては
経済連携による農業への影響 そしてそのために必要な講
年 月に閣議決定された 包括的経済連携協定に ずべき対策等については 特に広く議論されてこなかっ
関する基本方針 以下 基本方針と呼ぶ が公表される た 別の言い方をすれば その必要がなかったともいえる
と 直ちに大きな議論を呼び起こした 農家 農業団体や 食料自給率の向上のため 国内農業生産の増大を図るとい
国会議員のなかでも少なからぬ反対意見が出たため 政府 う基本法のまさに基本的な立場から 重要品目の除外 割
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能な限り抑制してきた このように これまでの交渉にお 強く意識するとすれば 模式的には 国内農業生産の増大
いては 基本法の政策体系からすれば 農産物輸入を極力 輸出の増進 輸入の増大 食料自給率の向上 食料の安
抑えるように交渉を行ってきたとしても何ら問題はなく 定供給の確保 という流れが考えられる この場合 国内
むしろ当然であったといえる 農業生産によって国内消費用とともに輸出用も生産される
したがって 仮に 高いレベルの経済連携が推進され ので 一体的に扱うことも場合によっては必要となろう
それに関連した対応策がとられるとすれば 現行の農業政 食料自給率は国内食料消費 輸入 国産の消費 が一定と
策の要である基本法との調整が必要となってこよう 基本 すれば 国内農業生産と輸出に依存してくる 上の模式で
法農政においては 食料自給率向上のために 国内農業生 は 食料自給率は結果として付いてくる考え方であり 体
産の増大とその国内消費が対の関係を持って推進される体 系の中心は輸出を含めた国内農業生産に置かれている 現
系になっており この関係を断ち切る農産物輸入の増加は 基本法と同様に 食料自給率の向上を政策体系の中枢に据
原則的に相容れないことになる すなわち 現状の基本法 えることは 経済連携のレベルが高まっていく中で その
をそのまま残し 高いレベルの経済連携を行うことは 農 理由は論理的にはきわめて乏しい
産物輸入の増加を許容することであり それは国内農業生 国内農業生産や輸出入の価値表示は 一般的には量目や
産の増大とその消費との関係及びそれを規定する政策目標 価額を価値指標として表示される 現基本法農政では 政
としての食料自給率向上の存在意義を失うことを意味し 策体系的には食料自給率が国内農業生産の価値指標となっ
基本法の理念 農政の体系 そして施策内容との矛盾を拡 ている 輸出の増進にも力を入れていくとすれば 輸出入
大させることになる それはまた 農業切り捨て論にも通 との関係で捉える純輸入額や純輸入割合の指標が有用であ
ずる る 表 それらは輸出増進の指標になる しかもわが国
国内食料消費が一定で 輸出はなく 国産及び輸入の割 のブランドでもある安心 安全 高品質等の付加価値も価
合も一定のまま推移しているとすれば 輸入の増大は供給 格に反映されてくる 農産物貿易で入超となるのは わが
過剰となり 価格の下落を引き起こし やがて国内農業の 国の場合避けられないとしても 形式的には輸入を極力抑
衰退へとつながる この回避は 基本的には輸入を規制す えた食料自給率向上に傾倒していては 純輸入額の低減は
ることができないとすれば 輸出を行うことが残された道 不可能である
となる 輸入の増加に見合って輸出が行われれば 食料自 その可能性を求めるとすればやはり
給率は不変となる もちろん 輸入品との競合に打ち勝つ あるいは の東アジア圏の経済
























ここで 国内農業生産の増大 食料自給率の向上 輸
入の増大 輸出の増進 という つの概念を考えてみよ
う 輸入の増大は避けられないという前提に立ち 輸出を
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連携を実現させ 共通市場の整備を行うことである これ 効果はもちろん 国家間の協調や政治的役割としても重要
により 加盟国相互の連携と協力により 相互の立場も理 となっている しかし 基本的に重要な点は 交易を通し
解 調整しながら交易量を増加させていくことである ま て 双方の生産者 消費者がメリットを享受できるル ル





























は 国間の や とともに それをさらに進めた
東アジアでの経済連携との関わりを深めることは 経済的
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HIMIZU
agricultural production and food consumption. However, the target does not have legal force to farmers
internationalization, when thinking from the environment surrounding Japan. Therefore, agricultural
: The food self-su ciency rate which is the target of the policy is an indicator of domestic
and consumers because the government cannot control consumers’ everyday diets and farmers’ farm
managements with authority. This means that the food self-su ciency rate as a target is symbolic, as
a feature of the agricultural policy of the Basic Law. Japanese agriculture will move more towards
policy centering on the food self-su ciency rate must change and become free of the food self-
su ciency supreme policy. At present, the agriculture of Japan cannot respond to high level eco-
nomic partnerships including TPP. It is necessary to advance gradually from low level economic
partnerships. The promotion of economic partnerships aimed at a common market covering the East
Asia area is an especially important matter. This common market will bring about economic devel-
opment of the East Asia area, and will also be useful for the agriculture of Japan.
: food self-su ciency rate, the Basic Law, trade liberalization, economic partnerships
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